
事業目的

事業概要

需要家主導型太陽光発電及び再エネ電源併設型蓄電池導入支援事
業費補助金

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギー課

令和４年度補正予算案額 255 億円
事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

民間事業者等が太陽光発電設備及び再生可能エネルギー併設型の蓄電池を導入する
ための、機器購入等の費用について補助します。

地域共生を前提に、需要家が小売電気事業者及び発電事業者と一体となって取
り組む太陽光発電の導入や再生可能エネルギー設備への蓄電池の併設を支援す
ることで、再生可能エネルギーの導入の加速化及び最大限の活用を促し、エネル
ギー危機に強い経済構造への転換を図ります。

（１）需要家主導型太陽光発電導入支援
「２MW以上の新規設置案件であること」、「FIT/FIPを活用しない、自己託送では
ないこと」、「需要家と8年以上の受電契約等を結ぶこと」等を条件に、需要家・発
電事業者・小売電気事業者が一体となって太陽光発電の導入を行う場合について
支援します。加えて、蓄電池を併設することで、太陽光発電を最大限に活用するモ
デルについても支援します。

（２）再エネ電源併設型蓄電池導入支援
FIPの認定を受ける案件であること等を条件に、一定の容量・価格の上限のもと、蓄
電池の導入を支援します。

成果目標

再生可能エネルギーの導入の加速化及び最大限の活用を促すことを通じて、エネルギー
危機に強い経済構造への転換を図り、2030年のエネルギーミックスの達成に貢献します。

補助
（1）2/3、1/2、1/3
（2）1/3、1/4

民間企業等 民間企業等国

補助
（定額）

需要家 小売電気事業者

発電事業者等
①②の契約等
による紐付け

②契約・精算
【需要家主導型太陽光発電導入支援の対象事業スキームイメージ】

①契約・精算
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